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概   要 

平成２７年度都留市一般会計、国民健康保険事業外１１特別会計及び２企業会計の予算

の概要は次のとおりです。 

第５次長期総合計画の基本構想を柱に、「夢かなう都留市」の実現に向け、市長公約に掲

げた４つのコンセプト 

 

コンセプトⅠ 「創ります ！ 豊かな産業のあるまち」 

コンセプトⅡ 「輝かせます！ 都留の誇り」 

コンセプトⅢ 「育みます！  やさしさと元気のまち」 

コンセプトⅣ 「実行します！ 新しいステージへ」 

 

の具現化を促す事業を重点的に盛り込みながら編成をしました。 

 

一 般 会 計 

予算規模は、145億1千800万円、前年度比10.5％増の積極型予算となっています。 

歳入 

市税は、市民税のうち法人市民税及び軽自動車税が増収するものの、個人市民税、固

定資産税、市たばこ税等の減収を見込み、対前年度比3.5％の減となりました。 

個人市民税は、地方にまで景気回復の波及がないことを見込み、対前年度比4.1％減、

法人市民税は、企業収益が改善していることを見込み、対前年度比 1.2％増、固定資産

税は、３年に１度の評価替の年となり、土地が地価下落の影響と土砂災害特別警戒区域

等に指定された土地に対して新たな補正率の創設等により減尐し、家屋は消費増税に係

る駆け込み需要の落ち着き等により減尐し、償却資産が新規設備投資の増を見込み、対

前年度比3.5％減となっています。 

地方消費税交付金は、市への歳入が平年度化されたため、対前年度比 50.5％増とな

っています。 

地方交付税は、基準財政需要額算定において、まち・ひと・しごと創生に取り組むた

めの財政需要に対応するため、「人口減尐等特別対策事業費（仮称）」が創設されたこと

等により、対前年度比3.1％増となっています。 

 国庫支出金は、井倉土地区画整理事業に充当する社会資本整備総合交付金等の増加に

より、対前年度比 6.3％増となっています。県支出金は、農林産物直売所建設事業に充

当する農山漁村活性化プロジェクト支援交付金等の増加により、対前年度比 36.9％増

となっています。 

 繰入金は、看護系大学誘致事業基金繰入金等の増加により、対前年度比 72.6％増と

なっています。 

歳出 ※歳出の詳しい内容は主要事業一覧表（Ｐ21）をご覧ください。 

  投資的経費のうち普通建設事業は、来年度は看護系大学誘致事業、農林産物直売所建

設事業及び井倉土地区画整理事業等の大型事業を実施するため、対前年度158.0％増と

なっています。 

  義務的経費は、前年度比3.3％増で、その内訳は人件費が退職手当等の増により6.5％

増（うち職員給は、新陳代謝等により0.6％減）、扶助費は保育所等施設給付費等の増に
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より5.3％増、公債費は5.1％減となっています。 

  物件費は、緊急雇用創出事業の終了等により、対前年度比 6.0％減、補助費等は、看

護系大学誘致事業グラウンド補償料等の減尐により、対前年度比 2.5％減、積立金は、

看護系大学誘致事業基金積立金等の減により、対前年度比 96.0％減、繰出金は、国民

健康保険事業特別会計繰出金等の増加により、対前年度比4.0%増となっています。 

 

特 別 会 計 

国民健康保険事業特別会計は、保険給付費の増加により、前年度比 12.0％増となって

います。 

 簡易水道事業特別会計は、東部簡易水道第一配水池造成工事等の増加により、前年度比

22.1％増となっています。 

 住宅新築資金等貸付事業特別会計は、貸付金元利償還収入の増加より、前年度比10.3％

増となっています。 

 下水道事業特別会計は、管渠布設工事及び桂川流域下水道維持管理費負担金等の減尐に

より前年度比2.1％減となっています。 

 介護保険事業特別会計は、平成２７年度から始まる第６期介護保険事業計画に基づく保

険給付費が増したものの、前年度、地域密着型介護老人福祉施設（小規模特養）の施設整

備補助金等を実施したことにより、前年度比5.3％減となっています。 

 介護保険サービス事業特別会計は、前年度比0.3％減となっています。 

 後期高齢者医療特別会計は、前年度比0.8％減となっています。 

 

企 業 会 計 

水道事業会計は、前年度、地方公営企業会計基準の改正により、退職給付引当金等を特

別損失に計上したため、対前年度比9.1％減となっています。 

 病院事業会計は、電子カルテの導入及び市内に開校予定の健康科学大学看護学部の看護

実習生を受け入れるための看護師研修棟建築工事等の増加により、対前年度比 0.1％増な

っています。 
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平成２７年度当初予算総括表

27 年 度 予 算 額 26 年 度 予 算 額 増 減 額 増 減 率

14,518,000 13,140,000 1,378,000 10.5

8,312,116 8,021,298 290,818 3.6

3,747,152 3,346,140 401,012 12.0

389,886 319,266 70,620 22.1

3,531 3,200 331 10.3

1,168,481 1,193,867 ▲ 25,386 ▲ 2.1

2,434,298 2,570,359 ▲ 136,061 ▲ 5.3

9,415 9,389 26 0.3

546,131 550,810 ▲ 4,679 ▲ 0.8

桑 代 沢 外 17 恩 賜 林 675 675 0 0.0

水 頭 外 3 恩 賜 林 684 696 ▲ 12 ▲ 1.7

濁 り 沢 外 18 恩 賜 林 1,339 1,039 300 28.9

板 ケ 沢 外 7 恩 賜 林 226 417 ▲ 191 ▲ 45.8

盛 里 財 産 区 10,298 25,440 ▲ 15,142 ▲ 59.5

4,533,677 4,597,456 ▲ 63,779 ▲ 1.4

657,758 723,967 ▲ 66,209 ▲ 9.1

3,875,919 3,873,489 2,430 0.1

27,363,793 25,758,754 1,605,039 6.2

■会計別当初予算規模の推移

(単位：千円、％)

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計 （ 12 会 計 ）

住宅新築資金等貸付事業

後 期 高 齢 者 医 療

国 民 健 康 保 険 事 業

総 計

（注）水道事業、病院事業会計　予算額＝収益的支出＋資本的支出

内

訳

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業

企 業 会 計

病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計内
 

訳

財
産
区
等

12,383  11,966  12,373  12,275  13,140  
14,518  

7,223  7,411  7,633  7,661  
8,021  

8,312  

3,977  4,230  
4,889  4,163  

4,597  

4,534  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27

一般会計 特別会計 企業会計 （百万円） 
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一般会計予算の概要

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 市 税 3,610,504 25.0 3,741,642 28.5 △ 131,138 △ 3.5

２ 地 方 譲 与 税 85,915 0.6 88,117 0.7 △ 2,202 △ 2.5

３ 利 子 割 交 付 金 6,093 0.0 5,356 0.0 737 13.8

４ 配 当 割 交 付 金 12,800 0.1 12,241 0.1 559 4.6

５ 株式等譲渡所得割交付金 13,410 0.1 1,772 0.0 11,638 656.8

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 539,848 3.7 358,755 2.7 181,093 50.5

７ ゴルフ場利用税交付金 74,240 0.5 89,364 0.7 △ 15,124 △ 16.9

８ 自動車取得税交付金 12,733 0.1 13,605 0.1 △ 872 △ 6.4

９ 地 方 特 例 交 付 金 11,560 0.1 11,946 0.1 △ 386 △ 3.2

10 地 方 交 付 税 3,828,082 26.4 3,712,379 28.3 115,703 3.1

11 交通安全対策特別交付金 4,507 0.0 4,409 0.0 98 2.2

12 分 担 金 及 び 負 担 金 330,556 2.3 435,270 3.3 △ 104,714 △ 24.1

13 使 用 料 及 び 手 数 料 255,882 1.8 255,747 2.0 135 0.1

１４ 国 庫 支 出 金 1,456,580 10.0 1,370,707 10.4 85,873 6.3

１５ 県 支 出 金 1,167,872 8.0 852,789 6.5 315,083 36.9

16 財 産 収 入 48,250 0.3 41,340 0.3 6,910 16.7

17 寄 附 金 2,003 0.0 2,003 0.0 0 0.0

18 繰 入 金 1,637,044 11.3 948,534 7.2 688,510 72.6

19 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

20 諸 収 入 121,620 0.8 143,700 1.1 △ 22,080 △ 15.4

21 市 債 1,298,500 8.9 1,050,323 8.0 248,177 23.6

14,518,000 100.0 13,140,000 100.0 1,378,000 10.5

6,005,860 41.4 5,568,237 42.4 437,623 7.9

比　較

歳 入 合 計

自主財源(款欄○印該当)

　■歳入予算構成比

（１）歳　入

区 分
平成２７年度 平成２６年度

自主財源     

41.4% 

依存財源     

58.6% 

市税     

25.0% 

繰入金     

11.3% 

2.3% 

1.8% 

0.8% 地方交付税 

26.4% 

国庫支出金 

10.0% 

市債 

8.9% 

県支出金 

8.0% 

3.7% 

○依存財源その他の内訳 
 
地方譲与税       0.6% 
ゴルフ場利用税交付金  0.5% 
自動車取得税交付金   0.1%  
地方特例交付金     0.1% 
配当割交付金      0.1% 
利子割交付金      0.0% 

地方消費税交付金 

分担金及び負担金 

使用料及び手数料 

諸収入 

歳入合計 
14,518,000千円 

 ○その他自主財源 
  財産収入 0.3％ 
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　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 議 会 費 180,576 1.2 179,684 1.4 892 0.5

２ 総 務 費 2,427,289 16.7 1,942,136 14.8 485,153 25.0

３ 民 生 費 3,849,349 26.6 3,662,792 27.9 186,557 5.1

４ 衛 生 費 1,213,308 8.4 1,354,348 10.3 △ 141,040 △ 10.4

５ 農 林 水 産 業 費 765,015 5.3 125,428 0.9 639,587 509.9

６ 商 工 費 179,935 1.2 161,960 1.2 17,975 11.1

７ 土 木 費 1,601,893 11.0 1,290,263 9.8 311,630 24.2

８ 消 防 費 608,199 4.2 561,957 4.2 46,242 8.2

９ 教 育 費 2,386,759 16.4 2,493,683 19.0 △ 106,924 △ 4.3

10 災 害 復 旧 費 3 0.0 3 0.0 0 0.0

11 公 債 費 1,271,428 8.8 1,340,041 10.2 △ 68,613 △ 5.1

12 諸 支 出 金 14,246 0.1 7,705 0.1 6,541 84.9

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.2 0 0.0

14,518,000 100.0 13,140,000 100.0 1,378,000 10.5

　■歳出予算構成比（目的別）

（２）歳　出

区 分
平成２７年度 平成２６年度 比　較

歳 出 合 計

民生費  

26.6％  

教育費 

16.4％  

総務費 

16.7％  

衛生費 

8.4％  

公債費 

8.8％  

土木費 

11.0％  

農林水産業費     

5.3％ 

消防費       

4.2％ 

その他  

2.6%  

○その他の内訳 
 

 議会費    1.2% 
 商工費    1.2% 

 予備費    0.1％ 
 諸支出金   0.1％ 

 災害復旧費  0.0％ 

歳出合計 
14,518,000千円 
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　       （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

6,013,432 41.5 5,818,797 44.3 194,635 3.3

2,278,670 15.7 2,139,116 16.3 139,554 6.5

1,278,829 8.8 1,286,814 9.8 △ 7,985 △ 0.6

2,463,334 17.0 2,339,691 17.8 123,643 5.3

1,271,428 8.8 1,339,990 10.2 △ 68,562 △ 5.1

2,798,893 19.3 1,085,005 8.3 1,713,888 158.0

2,798,890 19.3 1,085,002 8.3 1,713,888 158.0

1,007,945 7.0 272,138 2.1 735,807 270.4

1,790,945 12.3 812,864 6.2 978,081 120.3

3 0.0 3 0.0 0 0.0

3 0.0 3 0.0 0 0.0

5,705,675 39.2 6,236,198 47.5 △ 530,523 △ 8.5

1,636,389 11.3 1,741,460 13.2 △ 105,071 △ 6.0

132,438 0.9 142,416 1.1 △ 9,978 △ 7.0

2,355,565 16.2 2,414,959 18.4 △ 59,394 △ 2.5

17,599 0.1 435,421 3.3 △ 417,822 △ 96.0

300 0.0 300 0.0 0 0.0

1,543,384 10.6 1,481,642 11.3 61,742 4.2

20,000 0.1 20,000 0.2 0 0.0

14,518,000 100.0 13,140,000 100.0 1,378,000 10.5

平成２６年度 比　較

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業

（３）歳出（性質別）内訳

区 分
平成２７年度

人 件 費

う ち 職 員 給

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

扶 助 費

公 債 費

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

補 助 事 業

物 件 費

維 持 補 修 費

単 独 事 業

そ の 他 の 経 費

歳 出 合 計

　■歳出予算構成比（性質別）

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

予 備 費

義務的経費 

41.5% 

投資的経費 

19.3% 

その他の経費 

39.2% 

扶助費 

17.0% 

人件費 

15.7% 

公債費 

8.8% 

普通建設事業費 

19.3% 

補助費等 

16.2% 

物件費 

11.3% 

繰出金 

10.6% 

その他 

1.1% 

歳出合計 
14,518,000千円 

  

  ○その他の内訳 
  

a維持補修費   0.9％      

a積立金     0.1% 
a予備費     0.1% 
a貸付金     0.0%  
a投資及び出資金 0.0%          
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特別会計予算の概要

（１）国民健康保険事業特別会計

　  （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 国 民 健 康 保 険 税 898,355 24.0 967,919 29.0 △ 69,564 △ 7.2

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 601 0.0 601 0.0 0 0.0

３ 国 庫 支 出 金 786,354 21.0 780,593 23.3 5,761 0.7

４ 療 養 給 付 費 交 付 金 165,657 4.4 178,607 5.3 △ 12,950 △ 7.3

５ 前 期 高 齢 者 交 付 金 680,000 18.1 639,414 19.1 40,586 6.3

６ 県 支 出 金 229,125 6.1 202,538 6.1 26,587 13.1

７ 共 同 事 業 交 付 金 762,945 20.4 380,817 11.4 382,128 100.3

８ 財 産 収 入 2 0.0 12 0.0 △ 10 △ 83.3

９ 繰 入 金 217,442 5.8 185,118 5.5 32,324 17.5

10 繰 越 金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

11 諸 収 入 6,669 0.2 10,519 0.3 △ 3,850 △ 36.6

3,747,152 100.0 3,346,140 100.0 401,012 12.0

　   （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 総 務 費 13,137 0.4 14,764 0.4 △ 1,627 △ 11.0

２ 保 険 給 付 費 2,180,801 58.2 2,187,013 65.4 △ 6,212 △ 0.3

３ 後 期 高 齢 者 支 援 金 461,042 12.3 461,040 13.8 2 0.0

４ 前 期 高 齢 者 納 付 金 641 0.0 340 0.0 301 88.5

５ 老 人 保 健 拠 出 金 40 0.0 47 0.0 △ 7 △ 14.9

６ 介 護 納 付 金 210,000 5.6 214,000 6.4 △ 4,000 △ 1.9

７ 共 同 事 業 拠 出 金 818,952 21.9 397,482 11.9 421,470 106.0

８ 保 健 事 業 費 33,135 0.9 42,251 1.3 △ 9,116 △ 21.6

９ 公 債 費 4,200 0.1 4,200 0.1 0 0.0

10 諸 支 出 金 5,204 0.1 5,003 0.1 201 4.0

11 予 備 費 20,000 0.5 20,000 0.6 0 0.0

3,747,152 100.0 3,346,140 100.0 401,012 12.0

比　較

○歳　出

○歳　入

区 分
平成２７年度 平成２６年度

歳 出 合 計

歳 入 合 計

区 分
平成２７年度 平成２６年度 比　較

　歳出の主な内容

（1）保険給付に要する経費

　　〈一般被保険者〉 　　〈退職被保険者〉

　　　　療養給付費 　　　　療養給付費

　　　　療養費 　　　　療養費

　　　　高額療養費 　　　　高額療養費

（2）出産育児一時金

（3）後期高齢者支援金 4億6,100万円 

（4）老人保健拠出金 

（5）介護納付金 

（6）共同事業拠出金 

（7）保健事業費 

（8）事務費 

3,314万円 

1,314万円 

1,891万円 

2万円 

2億1,000万円 

8億1,895万円 

17億5,064万円 

2億6,420万円 

1,775万円 

1億463万円 

113万円 

1,404万円 

－ 7 －



（２）簡易水道事業特別会計

　   （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 2,716 0.7 2,311 0.7 405 17.5

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 199,134 51.1 202,357 63.4 △ 3,223 △ 1.6

３ 国 庫 支 出 金 33,300 8.5 33,300 皆増

４ 繰 入 金 45,580 11.7 45,015 14.1 565 1.3

５ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

６ 諸 収 入 4,555 1.2 9,882 3.1 △ 5,327 △ 53.9

７ 市 債 104,600 26.8 59,700 18.7 44,900 75.2

389,886 100.0 319,266 100.0 70,620 22.1

　   （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 簡 易 水 道 事 業 費 302,417 77.5 232,825 72.9 69,592 29.9

２ 公 債 費 86,469 22.2 85,441 26.8 1,028 1.2

３ 予 備 費 1,000 0.3 1,000 0.3 0 0.0

389,886 100.0 319,266 100.0 70,620 22.1

（３）住宅新築資金等貸付事業特別会計

　   （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

２ 諸 収 入 3,530 100.0 3,199 100.0 331 10.3

3,531 100.0 3,200 100.0 331 10.3

　   （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 事 務 費 3,316 93.9 2,985 93.3 331 11.1

２ 公 債 費 215 6.1 215 6.7 0 0.0

3,531 100.0 3,200 100.0 331 10.3

○歳　入

区 分

歳 入 合 計

歳 出 合 計

歳 入 合 計

区 分

○歳　出

平成２７年度 平成２６年度 比　較

区 分

○歳　出

区 分
平成２７年度 平成２６年度

○歳　入

歳 出 合 計

平成２７年度 平成２６年度 比較

比　較

平成２７年度 平成２６年度 比　較

　歳入の主な内容 　歳出の主な内容

（1）貸付金収入 353万円 　　　（1）公債費 22万円 

　　　（2）事務費 331万円 

　歳出の主な内容

（1）施設整備費 16,389万円 

（2）施設管理費 3,724万円 

（3）業務管理費 3,315万円 
（4）事務費 6,531万円 
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（４）下水道事業特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 33,651 2.9 12,776 1.1 20,875 163.4

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 94,707 8.1 91,161 7.6 3,546 3.9

３ 国 庫 支 出 金 103,000 8.8 113,800 9.5 △ 10,800 △ 9.5

４ 繰 入 金 557,900 47.7 561,084 47.0 △ 3,184 △ 0.6

５ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

６ 諸 収 入 8,122 0.7 5,245 0.5 2,877 54.9

７ 市 債 371,100 31.8 409,800 34.3 △ 38,700 △ 9.4

1,168,481 100.0 1,193,867 100.0 △ 25,386 △ 2.1

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 下 水 道 費 539,740 46.2 555,110 46.5 △ 15,370 △ 2.8

２ 公 債 費 625,741 53.5 635,757 53.3 △ 10,016 △ 1.6

３ 予 備 費 3,000 0.3 3,000 0.2 0 0.0

1,168,481 100.0 1,193,867 100.0 △ 25,386 △ 2.1歳 出 合 計

区 分
平成２７年度 平成２６年度 比　較

○歳　入

区 分
平成２７年度 平成２６年度 比　較

○歳　出

歳 入 合 計

　歳出の主な内容

（１）公共下水道建設費 3億3,239万円 

（２）流域下水道建設費 2,316万円 

（３）維持管理費及び事務費 1億7,919万円 

（４）普及促進事業費 500万円 
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（５）介護保険事業特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 保 険 料 480,279 19.7 425,240 16.5 55,039 12.9

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 100 0.0 100 0.0 0 0.0

３ 国 庫 支 出 金 599,180 24.6 582,461 22.7 16,719 2.9

４ 支 払 基 金 交 付 金 654,312 26.9 671,085 26.1 △ 16,773 △ 2.5

５ 県 支 出 金 343,421 14.1 513,098 20.0 △ 169,677 △ 33.1

６ 財 産 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

７ 繰 入 金 353,311 14.5 374,734 14.6 △ 21,423 △ 5.7

８ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

９ 諸 収 入 3,693 0.2 3,639 0.1 54 1.5

2,434,298 100.0 2,570,359 100.0 △ 136,061 △ 5.3

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 総 務 費 43,497 1.8 207,576 8.1 △ 164,079 △ 79.0

２ 保 険 給 付 費 2,323,489 95.5 2,301,693 89.6 21,796 0.9

３ 財政安定化基金
拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

４ 地 域 支 援 事 業 費 65,709 2.7 59,487 2.3 6,222 10.5

５ 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

６ 諸 支 出 金 601 0.0 601 0.0 0 0.0

７ 予 備 費 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

2,434,298 100.0 2,570,359 100.0 △ 136,061 △ 5.3

（６）介護保険サービス事業特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ サ ー ビ ス 収 入 6,322 67.2 6,293 67.0 29 0.5

２ 繰 入 金 3,092 32.8 3,095 33.0 △ 3 △ 0.1

３ 諸 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

9,415 100.0 9,389 100.0 26 0.3

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ サ ー ビ ス 事 業 費 9,315 98.9 9,289 98.9 26 0.3

２ 予 備 費 100 1.1 100 1.1 0 0.0

9,415 100.0 9,389 100.0 26 0.3

比　較

区 分
平成２７年度 比　較平成２６年度

歳 出 合 計

○歳　入

区 分
平成２７年度 平成２６年度

歳 入 合 計

平成２６年度

○歳　出

区 分
平成２７年度

歳 出 合 計

歳 入 合 計

○歳　出

区 分

比　較

比　較

○歳　入

平成２７年度 平成２６年度
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（７）後期高齢者医療特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 保 険 料 204,040 37.4 211,719 38.5 △ 7,679 △ 3.6

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 80 0.0 80 0.0 0 0.0

３ 繰 入 金 341,348 62.5 338,278 61.4 3,070 0.9

４ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５ 諸 収 入 662 0.1 732 0.1 △ 70 △ 9.6

546,131 100.0 550,810 100.0 △ 4,679 △ 0.8

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 総 務 費 5,236 1.0 5,527 1.0 △ 291 △ 5.3

２
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

539,744 98.8 544,132 98.8 △ 4,388 △ 0.8

３ 諸 支 出 金 651 0.1 651 0.1 0 0.0

４ 予 備 費 500 0.1 500 0.1 0 0.0

546,131 100.0 550,810 100.0 △ 4,679 △ 0.8歳 出 合 計

歳 入 合 計

区 分
平成２７年度 平成２６年度 比　較

○歳　入

区 分
平成２７年度 平成２６年度 比　較

○歳　出
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企業会計予算の概要

（１）水道事業会計
　　 （単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率

〈収益的収支〉

3,048 0.8

△ 51,035 △ 12.7

〈資本的収支〉

△ 29,151 △ 15.6

△ 15,174 △ 4.7

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、損
益勘定留保資金及び建設改良積立金で補填するものとする。）

収 入 158,200 187,351

支 出 306,608 321,782

収 入 366,631 363,583

支 出 351,150 402,185

比　較

予 算 額 予 算 額
区 分

平成２７年度 平成２６年度

　業務の予定量

（１）給水栓数 7,045栓

（２）年間総配水量 3,636,627㎥

（３）一日平均配水量 9,963㎥

　歳出の主な内容

（１）配水施設改良費 １億7,367万円

（２）人件費 9,583万円
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（２）病院事業会計

　　（単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率

〈収益的収支〉

△ 237,706 △ 8.7

△ 212,016 △ 6.9

〈資本的収支〉

△ 12,693 △ 9.6

237,633 114.0

　　（単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率

〈収益的収支〉

△ 2,231 △ 0.5

△ 20,256 △ 3.8

〈資本的収支〉

0 0.0

△ 2,931 △ 5.8

○病院

平成２７年度 平成２６年度 比　較
区 分

収 入

予 算 額

2,482,887 2,720,593

予 算 額

支 出

支 出

収 入

208,509

2,869,929 3,081,945

平成２７年度 平成２６年度

120,152 132,845

446,142

○老人保健施設

455,790 458,021

予 算 額 予 算 額

1

512,463 532,719

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
整額、建設改良積立金及び過年度分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

比　較

支 出

収 入

支 出

収 入

区 分

47,385 50,316

1

〈平成27年度〉 　〈平成26年度〉
（１）病床数 140床 　（１）病床数 140床
（２）年間入院患者数 29,000人 　（２）年間入院患者数 28,500人
（３）年間外来患者数 117,600人 　（３）年間外来患者数 126,000人
（４）一日平均入院患者数 79人 　（４）一日平均入院患者数 78人
（５）一日平均外来患者数 398人 　（５）一日平均外来患者数 430人

　○介護老人保健施設
〈平成27年度〉 　〈平成26年度〉
（１）入所定員 100人 　（１）入所定員 100人
（２）通所定員 12人 　（２）通所定員 12人
（３）年間入所者数 34,038人 　（３）年間入所者数 33,945人
（４）年間通所者数 2,322人 　（４）年間通所者数 2,827人
（５）一日平均入所者数 93人 　（５）一日平均入所者数 93人
（６）一日平均通所者数 9人 　（６）一日平均通所者数 11人

建設改良費
（１）医療機器等購入 3億2,400万円
　　（うち電子カルテシステム導入） 2億3,600万円
（２）看護師研修棟建築工事 1,872万円

　○病院
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主要財政指標等の推移

平成２７年度
（当初予算）

平成２６年度
（ 見 込 ）

平成２５年度 平成２４年度 平成２３年度

（％） 84.7 81.8 82.0 85.3 85.7

0.495 0.500 0.512 0.523 0.543

（％） 14.2 15.2 15.7 15.8 15.1

（千円） 8,751,572 8,521,062 8,644,274 7,881,180 7,934,352

（％） 41.4 42.4 39.6 43.6 39.7

（千円） 12,507,111 12,261,998 11,821,156 11,973,713 11,895,630

（千円） 6,043,237 7,659,366 7,306,775 5,885,277 6,185,738

1,450,066 2,252,838 2,777,658 2,301,854 2,392,756

7,055 7,055 30,655 30,655 30,655

うち公共施設整備基金 205,559 205,559 239,559 239,559 339,559

自 主 財 源 比 率

年 度 末 市 債 残 高
（ 一 般 会 計 ）

基 金 残 高

うち財政調整基金

うち市債管理基金

（注）各指標は、平成27年度は当初予算額を、平成26年度は決算見込額を、平成25年度以前は決算額をも
とに算出している。

区　　　　分

経 常 収 支 比 率

財 政 力 指 数
（ 3 ヵ 年 平 均 ）

実 質 公 債 費 比 率
（ 3 ヵ 年 平 均 ）

標 準 財 政 規 模
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 ■市税の推移　

　市税は、市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税、入湯税で構成されています。
　平成27年度当初予算における市税は、企業収益の回復に伴う法人市民税や軽自動車税の増加があるものの、景
気回復が地方まで十分浸透していないことによる個人市民税や3年に一度の評価替え等による固定資産税等の減
少を見込み、対前年度比3.5%減としました。

 ■経常収支比率の推移　

　経常収支比率は、市が自由に使えるお金のうち、人件費、扶助費、公債費などの義務的経費が占める割合のこ
とで、値が低いほど、独自の政策のために使えるお金が多いことを示しています。
　平成27年度当初予算における経常収支比率は84.7％となっており、平成26年度に比べ2.9ポイント増加する
見込みです。これは、分母要素である歳入において、市税等の経常経費充当財源が減少したことや、分子要素で
ある歳出において、公債費は減少したものの、退職手当などの人件費の増加及び社会保障制度の拡充に伴う扶助
費の増加によるものです。

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

市税 3,683 4,126 4,109 3,844 3,755 3,738 3,727 3,762 3,742 3,611

個人住民税 1,073 1,526 1,452 1,396 1,194 1,233 1,292 1,280 1,321 1,266

法人市民税 327 302 327 178 295 254 284 330 296 300

固定資産税 1,984 1,995 2,030 1,977 1,967 1,927 1,826 1,808 1,750 1,689

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

83.6% 

85.7% 

85.3% 

82.0% 81.8% 

84.7% 

80.0%

81.0%

82.0%

83.0%

84.0%

85.0%

86.0%

87.0%

88.0%

89.0%

90.0%

H22 H23 H24 H25 H26 H27

※27年度は当初予算ベースの見込値、26年度は決算見込値 

※27年度及び26年度は当初予算額 
（百万円） 
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 ■財政力指数の推移　

　財政力指数は、地方自治体の地方交付税に依存する度合を示す指標で、数値が高いほど地方税の収入能力が高
く、交付税への依存度が低いとされています。地方公共団体が標準的な状態において徴収が見込まれる税収入の
合計額である「基準財政収入額」を地方公共団体が標準的な行政運営を行う上で必要となる財政需要の合計額で
ある「基準財政需要額」で除して算定されます。
　平成27年度当初予算における財政力指数は0.495となっており、平成26年度に比べ0.005ポイント下昇する
見込みです。

 ■実質公債費比率の推移

　実質公債費比率は、普通会計の元利償還金に加え水道事業や病院事業など公営企業が払う元利償還金に充てた
繰出金や一部事務組合等が支払う元利償還金に充てた負担金などを含めて算出したものです。
　平成27年度当初予算における実質公債費比率は14.2％となっており、平成26年度に比べ1.0ポイント下昇す
る見込みです。これは、分子要素である元利償還金が減少し、その充当財源である一般財源が減少したことや、
分母要素である地方交付税が増加したためです。
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 ■標準財政規模の推移　

　標準財政規模は「標準税収入額」「地方交付税額」「地方譲不税額」「交通安全対策特別交付金額」「臨時財
政対策債発行可能額」を加えたものであり、標準的に収入する「経常一般財源」の大きさを示しています。また
「標準税収入額」とは、基準財政収入額から地方譲不税を除いた額を基準税率（75％）で除した値であります。
　平成25年度にその他教育費（大学費）の種別補正係数が増加し、地方交付税が増額したため標準財政規模は大
幅に上昇しました。平成27年度当初予算における標準財政規模は、消費税増税による標準税収入額の増加を見込
み、前年度を超える水準となりました。

 ■普通交付税と臨時財政対策債の推移　

　地方交付税は、地方公共団体間の税源の丌均衡を調整し、全国どこでも標準的な行政サービスを提供できるよ
う、国が地方公共団体に交付するもので、臨時財政対策債は、この地方交付税の丌足分を補うために発行を認め
られた地方債ですが、その元利償還金全額が後年度の普通地方交付税の基準財政需要額に全額算入されるため、
実質的な地方交付税として扱われます。
　平成27年度当初予算における普通交付税は、消費税増税に伴う基準財政収入額の増加による影響を受け、平成
26年度交付決定額と比べ0.3％減（10,184千円の減額）となっています。また、臨時財政対策債は、平成26
年度と比べ15.6％減（107,923千円の減額）となっています。
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 ■一般会計市債現在高と市債償還額の推移　

　市債は、地方自治体が建設事業など特定の支出に充てるための借入金で、年度を越えて元金と利子を返済して
いますが、その借入金の未返済残高を市債残高といいます。
　平成27年度当初予算における年度末市債残高見込額は12,507,111千円となっており、地方交付税の丌足分
を補うために発行を認められた臨時財政対策債の現在高見込額が平成26年度末見込額から6.0％増加しています
が、臨時財政対策債を除いた地方債残高は26年度末見込額に比べ78,326千円の減(1.1％減)となっています。

 ■財政調整基金現在高の推移　

　財政調整基金は、年度間の財源の丌均衡を調整し、将来にわたって健全財政を持続していけるよう地方財政法
で設置が義務づけられている基金です。
　平成27年度は、815,000千円の取崩しを見込み、財政調整基金残高の見込みは1,450,066千円となってい
ます。
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　義務的経費とは「人件費」「扶助費」「公債費」の和であり、平成27年度当初予算における義務的経費の構成
比は41.4％となっており、26年度当初予算と比べ2.9ポイント減少しています。
　これは、一般会計予算総額が対前年度比10.5％（1,378,000千円）増加したため、義務的経費の構成比は
2.9ポイント減少したが、義務的経費の総額は194,635千円の増加となっています。公債費が5.1％（68,562
千円）の減となったものの、人件費が6.5％（139,554千円）の増、扶助費が5.3％（123,643千円）の増と
なっています。

 ■投資的経費の推移　

　投資的経費とは「普通建設事業費」「災害復旧事業費」の和であり、平成27年度当初予算における投資的経費
の構成比は19.3％となっており、平成26年度当初予算に比べ11.0ポイント増加しています。
　これは、佐伯橋補修耐震工事や市民総合体育館改修工事等が減少した一方で、看護系大学誘致事業、農林産物
直売所建設事業及び井倉土地区画整理事業などの大型事業が増加したためであります。なお、平成26年度当初予
算と比較すると、投資的経費は、1,713,888千円の増となっています。

 ■義務的経費の推移　
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【歳入】

・引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分） 223,551 千円

 

【歳出 】

・社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費】

国県
支出金

地方債 その他
引上げ分の
地方消費税

その他

障害者福祉事業 605,759 407,668 5,468 26,562 166,061

高齢者福祉事業 37,756 417 840 5,033 31,466

児童福祉事業 936,957 421,943 167,869 47,871 299,274

母子福祉事業 148,809 32,480 16,042 100,287

生活保護扶助事業 320,144 242,822 950 10,532 65,840

その他 33,635 215 4,609 28,811

小　計 2,083,060 1,105,330 175,342 110,649 691,739

介護保険事業 345,719 47,675 298,044

国民健康保険事業 197,442 112,500 11,713 73,229

小　計 543,161 112,500 59,388 371,273

医療に係る事業 287,932 1,079 39,557 247,296

疾病予防対策事業 67,587 47 9,314 58,226

健康増進対策事業 8,566 741 1,079 6,746

その他 27,261 1,416 3,564 22,281

小　計 391,346 3,283 53,514 334,549

3,017,567 1,221,113 175,342 223,551 1,397,561

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生

合　計

特　定　財　源

地方消費税収増額分の使途について

　引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分）が充てられる社会保障4経費及びその他社会保障

施策に要する経費は以下の通りです。

  3,017,567   千円

一　般　財　源

財　　源　　内　　訳

事　業　費事　業　名
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重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,256 4,256

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

641,664 255,457 174,800 50,424 160,983

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,118 7,118

事業費
財源内訳

　本市の農畜産物を活用した新たな高付加価値を生み出すビジ
ネスを創出することにより、地域産業の活性化を図り、市内産
の農林水産物を活用した加工品の開発やブランド化等の推進、
また、生産者の育成及び地産地消を積極的に推進する。
　平成27年度は、農林産物直売所の建設に併せて、市内生産
者向けに、野菜のブランド化を図るため、ほ場での実践講習
を含めた農業技術講習会を開催する等、本市の知名度向上、
生産者の収入及び雇用の増加、直売所出品商品の確保等を図
る。

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策③）

2 特徴ある農業推進事業 産業課

財源内訳

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策③）

　県立リニア見学センターへの集客を踏まえ、大原地区に大規
模な農林産物直売所を建設し、平成28年度夏のオープンを目
指す。また、その周辺の荒廃農地を活用し、体験農業や観光菜
園施設等によるアミューズメントパークとして全国から集客を
図る。
　平成27年度は、建設予定地の購入・造成、本体の建設工事
を実施する。また、併せて直売所運営の専門アドバイザー及
び全国から公募する特定任期付職員を活用し、事業を推進す
る。

事業費

　本市の平成27年度当初予算は、国の予算編成、地方財政対策、まち・ひと・しごと創
生総合戦略を踏まえ、限られた財源を有効に活かし、「夢かなう都留市」の実現に向
け、市長公約に掲げた４つのコンセプトに基づいた事業を重点的に盛り込みながら編成
をいたしました。

政策分野２　特徴ある産業の構築と人材育成

1 農林産物直売所建設事業 産業課

（分野Ⅱ政策３施策①）

　新たな雇用の創出、市内経済の発展及び産業の振興を図るた
め、都市部の高齢者をターゲットとした大手介護企業、医療機
関等との連携による介護施設を核としたシルバー産業等の誘
致・集積に向けて、取り組む。
　平成27年度は、前年度に引き続き、誘致実現に向けた手法
の調査研究を行い、都市部自治体及び企業等へ誘致活動を行う。

事業費

（単位：千円）

平成２７年度　主要事業一覧表

財源内訳

コンセプトⅠ　創ります！　豊かな産業のあるまち

政策分野１　シルバー産業の構築

1 シルバー産業の推進 産業課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】

完成イメージ図 

特産の水掛け菜 
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【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,214 727 2,487

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

17,100 6,438 10,662

重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,000 1,000

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,000 12,000

3 鳥獣対策事業 産業課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策③）

　平成27年度から、鳥獣対策の新たな担い手の確保と実効性
を高めるため、新規狩猟免許取徔者に対して、免許取徔に係
る経費のうち狩猟セミナー受講料（6,000円）、及び新規鉄
砲所持許可取徔者に対して、許可取徔に係る経費のうち射撃
教習受講料（35,000円）について全額補助する。

事業費
財源内訳

4 農業用施設整備事業 建設課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策③）

　市内農業用施設（農道・用水路等）の改良工事を実施し、農
業の振興を図る。
　平成27年度は、朝日曽雌開戸水路改修工事外3箇所等を実
施する。

事業費
財源内訳

5 商業振興対策事業 産業課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策５施策②）

　中心市街地商店街をはじめとした小規模小売店舗への集客を
図るため、商店街など様々な関係団体や都留文科大学などと連
携し、市民のふれあいや交流を通して魅力とまとまりある商業
地を目指す。
　平成27年度は、高尾町商店街等の道路を歩行者天国とした
商店街活性化のためのイベントを開催する団体に対して、助
成(上限100七円）を行う。

事業費
財源内訳

6 地域おこし協力隊事業 企画課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策①）

　都市部のアイデアとパワーを持った意欲あふれる人材を積極
的に受入れ、地域づくり・交流事業を推進し、様々な人々が協
働する「人と自然が共生する環境のまち」、持続可能で地域の
特長を生かした「豊かな産業のあるまち」の実現に向けた取組
を実施する。
　平成27年度は、「産業振興事業」及び「環境政策推進事
業」を実施するため３名を募集・雇用する。

事業費
財源内訳

地域おこし協力隊(総務省HPより） 

食害された農作物 
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重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,442 7,442

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

30,613 13,750 10,100 6,763

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

423,224 119,093 233,000 71,131

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

274,351 36,150 141,600 8,500 88,101

政策分野３　ものづくり企業の支援

1 地場産業の支援 産業課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策４施策①）

　特徴ある製品づくりや新製品の開発、商品のＰＲ、販路の拡
大などを促進し、地場産業活動を支援する。
　前年度に引き続き、工業交流展開催事業への支援や展示会
等出展する者（1回5七円限度）に対し補助する。また、小規
模商工業者資金利子補給（10七円限度）の給付や特許取徔促
進事業等による支援を行う。

事業費
財源内訳

政策分野４　インフラ整備の推進

1 中央自動車道側道整備事業 建設課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策２施策①）

　中央自動車道の側道等の幹線道路の整備の推進を図る。
　平成27年度は、側道南側古川渡線の整備を図るための用地
取徔・物件補償及び側道古川渡東桂線（十日市場地区）の整
備を図るための改築工事・用地測量・用地取徔を行う。

事業費
財源内訳

2 井倉土地区画整理事業 建設課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策２施策③）

　組合施行による、約１０haの土地区画整理事業を実施し、
公共施設の整備改善等により新市街地の拡大と宅地の利用促進
を図り、都市産業基盤を整備する。
　平成27年度は、道路整備工事（17件）、水路整備工事
（5件）、公園用地購入等を行い、本栺的な事業展開を図
る。

事業費
財源内訳

3 市道整備事業 建設課

【事業概要・目的】 （分野Ⅲ政策１施策④）

　幹線道路との効果的な接続を行い、交通の円滑化を図るた
め、計画的な道路整備を行うとともに、市内通学路等の整備も
行う。
　平成27年度は、道路改良事業として、道路改良工事（12
件）を行い、快適な生活環境を創出する。
　また、道路維持補修事業として、道路舗装工事等（17件）
を行い、市民の生活環境の向上を図る。

事業費
財源内訳

H26実施 谷信前通り線歩道整備工事 

Ｈ26実施 工業交流展 

現在の側道南側古川渡線 

井倉土地区画整理事業全体図 

－ 23 －

（まち・ひと・しごと創生事業）



【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,288 14,288

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

100,000 33,300 66,700

4 河川（水路）整備事業 建設課

【事業概要・目的】 （分野Ⅲ政策１施策⑥）

　市内の河川・水路の補修等を行い、災害を未然に防止すると
ともに、生活環境の保全を図る。

事業費
財源内訳

5 東部簡易水道新設第一配水池築造事業 上下水道課

【事業概要・目的】 （分野Ⅲ政策１施策⑥）

　東部簡易水道第一配水池は、昭和46年度建設（ＲＣ造・容
量250㎥）で、建築から約44年が経過し、老朽化が進んでい
ることと、１日の配水量に比べ容量も小さいため、耐震化と合
わせ容量2,000㎥の配水池を整備する。
　平成27年度は、造成工事を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　（簡易水道事業特別会計）

事業費
財源内訳

現在の東部簡易水道第一配水池 

－ 24 －



重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,953 9,953

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,000 10,000 10,000

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

76,321 76,321

重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,653 9,653

4 ミュージアム都留リニューアル事業 生涯学習課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策４施策①）

　ミュージアム都留は、山梨県東部地域の政治・経済・文化の
中心として栄えた都留市の歴史や文化を後世に伝えて行くため
に、平成11年にオープンしたが、開館から１６年が経過した
ため、館内のリニューアルを行う。
　平成27年度は、ミュージアム都留の魅力、集客力を高める
ために、増田誠美術館を現在のふるさと会館２階からミュー
ジアム都留の建物内に移設する。

事業費
財源内訳

3 戸沢の森和みの里施設改修事業 産業課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策②）

　平成27年度は、戸沢の森和みの里芭蕉月待の湯において、
市民の利用促進と来館者数の向上を図るため、温泉施設の改
修（厨房・洗い場等）を行う。
　また、併せて、わくわく広場における遊具施設の老朽化が
著しいため、子どもたちが安心安全に遊べるように新たな遊
具の設置を行う。

事業費
財源内訳

財源内訳

2 観光産業推進事業 産業課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策②）

　本市が有する豊かな自然、特色ある歴史や文化など、多くの
地域資源を活用した観光エリアの整備を行い、観光資源を有機
的に結びつけた観光ルートの設置や地域性を活かした特産品の
開発に取り組む。
　平成27年度は、十日市場・夏狩湧水群ウォーキングルート
を延伸し、英語表記の案内看板、公衆トイレ等を整備し、更
なる集客を図る。

事業費
財源内訳

コンセプトⅡ　輝かせます！　都留の誇り

政策分野１　魅力あふれる城下町文化の保護・育成・発信

1 ふるさと芸能の伝承
産業課

生涯学習課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策４施策①）

　郷土に伝わる歴史文化的芸能を伝承し、都留市ならではの資
源として保存します。また、実施団体との連携を密に行い、市
民が積極的にイベントの運営に携わることができる体制を確立
しながら、人々のふれあいによる地域社会の活性化と市民自ら
楽しめるイベントを検討し、観光客の集客を図る。

事業費

わくわく広場
 

ミュージアム都留 

芭蕉月待ちの湯
 

平成24年度実施 

 十日市場・夏狩湧水群ウォーキングルート整備事業 

八朔祭（宵祭り） 

現在の増田誠美術館
 

－ 25 －

（まち・ひと・しごと創生事業）

（まち・ひと・しごと創生事業）



重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

28,771 28,771

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

640 640

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

744,348 103,000 641,348 0

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,017,719 1,017,719

2 公立大学法人都留文科大学運営費交付金 企画課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策１施策②）

　「地方独立法人法」第42条に基づき、本市が設置している
公立大学法人都留文科大学に対して、運営費交付金を交付す
る。
　
・標準運営費交付金（1,017,719千円）

事業費
財源内訳

政策分野３　文化学園都市としてのまちづくりの推進

1 看護系大学誘致事業 企画課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策１施策①）

　平成26年度末を以て使用が終了する桂高等学校跡地におい
て、「看護系養成系高等教育機関」の事業者候補者として決定
した学校法人富士修紅学院が運営する健康科学大学看護学部を
誘致し、平成28年４月開校に向け、施設改修、施設取徔等を
実施する。
　平成27年度は、大学施設（２号館外２箇所）改修工事、外
構工事及び桂晟文化創造館の取徔等を行う。

事業費
財源内訳

政策分野２　リニアのまち（都留市）を発信

1 交流産業のＰＲと推進体制の整備 産業課

【事業概要・目的】 （分野Ⅱ政策１施策②）

　本市の重要な観光資源であるリニア見学センターを対外的に
ＰＲすることにより、多くの観光客を呼び込む。また、市内に
ある他の魅力ある観光資源を活かし、リニア見学センターを起
点とした市内観光の誘客に努める。
　平成27年度は、観光アドバイザーを活用し、観光客の動線
研究や観光客が長時間市内に滞在する方策の検討を行う。

事業費
財源内訳

5 都の杜うぐいすホール改修事業 生涯学習課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策４施策③）

　都の杜うぐいすホールは、平成8年オープンから約20年が
経過し、施設整備の老朽化が進み、音響設備、外壁等の大規模
改修が必要な時期を迎えているため、年次計画に基づき修繕・
改修を行う。
　平成27年度は、小ホール音響設備更新、大ホール舞台機構
設備修繕、大ホールグランドピアノ修繕等を実施する。
　また、大規模改修に係る調査及び基本計画を策定する。

事業費
財源内訳

健康科学大学完成予想図 

都の杜うぐいすホール 

公立大学法人都留文科大学 

－ 26 －

（まち・ひと・しごと創生事業）



重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,826 4,826

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

136,092 19,335 104,200 12,557

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

65,172 11,413 53,759

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,571 23,571

6 尐人数指導実施のための市担教員の配置 学校教育課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策２施策②）

　小中学校に市費負担教員(９名)を配置し、尐人数による授業
や学級編成、チームティーチングによるきめ細やかな指導を実
施し、児童・生徒の学力の向上を図る。平成27年度はこれま
での成果を検証し、制度の見直しを行っていく。
　昨年度より実施している、学力向上フォローアップ事業(放
課後及び休日を利用した学習指導)については、対象の学校を
広げ、学習習慣の定着を目指す。

事業費
財源内訳

5 小・中学校プール改修事業 学校教育課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策２施策①）

　老朽化した学校プールを計画的に改修し、児童生徒が安心し
て使用できるように、教育環境の改善を確保する。
　平成27年度は、昭和35年に建設され、老朽化が著しい谷
村第一小学校のプールを改修する。
　（コンクリート製⇒ＦＲＰ製へ）

事業費
財源内訳

4 小中学校地震対策事業 学校教育課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策２施策①）

　市内小中学校校舎等における非構造部材（天井、照明、窓ガ
ラス、吊り式テレビ等）の耐震化調査・設計及び改修工事を実
施する。
　平成27年度は、東桂小学校における非構造部材耐震改修工
事を実施し、また都留第二中学校特別教室棟屋根・外壁改修
等工事の中で普通教室及び体育館の非構造部材の耐震化も併
せて行う。

事業費
財源内訳

3 英語特区（教育課程特例校）事業 学校教育課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策２施策②）

　平成27年度から都留文科大学附属小学校を教育課程特例校
の指定校とし、日常生活から英語に触れる機会を持たせ、外
国の言語や国際感覚を身に付けるために、学習指導要領によ
らない一貫した英語教育を実施する。

事業費
財源内訳

子どもとＡＬＴの交流の様子 

Ｈ26年度実施 宝小学校プール 

都留第二中学校 市担教員の指導の様子 

－ 27 －

（まち・ひと・しごと創生事業）



重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,425 3,425

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,486 514 972

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

54 54

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

30,549 30,549

10 体育施設等駐車場整備事業 生涯学習課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策3施策③）

　平成27年度は、下谷体育館利用者の利便性を高め、且つ避
難場所としての機能を拡充するため、隣接地を購入し、駐車
場としての整備を行う。
　また、宝の山ふれあいの里ターゲットバードゴルフ場の駐
車場が丌足しているため拡張する整備を行う。

事業費
財源内訳

9 暮らしに役立つみんなの広場事業 生涯学習課

【事業概要・目的】 （分野Ⅴ政策3施策②）

　まちづくり交流センターにおいて、市民が主体的に企画する
ことを基本として、社会福祉協議会や都留文科大学と連携して
運営する「暮らしに役立つみんなの広場」を実施することによ
り、交流室の利用率向上と市民の輪を拡大するとともに、参画
型・実践型の人づくりを推進する。

事業費
財源内訳

8 「のびのび興譲館」の充実 生涯学習課

【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策３施策②）

　子どもたちが自主的に集い、主体性や創造性を持ちながら、健や
かにたくましく成長していくことを目的に設置した「のびのび興譲
館」により友愛の心・自立の心・郷土愛の心などを育み、地域の
リーダーとして将来を担う人材の育成を図る。
　平成27年度は、「自然塾」、「フィッシング塾」、「クッキン
グ塾」、「アート塾」、「都留尐年尐女発明クラブ」の５塾を開催
し、子どもたちのニーズにあった活動を実施する。

事業費
財源内訳

7 学生アシスタントティーチャー事業 学校教育課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅰ政策２施策②）

　都留文科大学の教員志望の学生を「学生アシスタントティー
チャー（ＳＡＴ）」として市内小中学校に配置し、子ども中心
のきめ細かな指導を一層充実させるとともに、大学における教
師教育の深化・発展を図る。
　平成27年度は、これまでの成果の検証と成果に応じた制度
の見直しと効果的な事業実施を行う。

事業費
財源内訳

下谷体育館 

みんなの広場「盆栻入門」 

宝の山ふれあいの里 全体キャンプ 

ＳＡＴの活動の様子 

－ 28 －

（まち・ひと・しごと創生事業）



重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

800 800

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

735 225 375 135

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,673 843 830

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

財源内訳

1 介護予防施設「居場所」整備 長寿介護課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅴ政策4施策①）

　地域において介護予防の拠点として地域住民が「参加」、
「活動」、「交流」し、また、専門職等を活用した心身機能の
健全な維持・向上等がバランスよく実現できる身近な「居場
所」（サロン・ジム・カフェなど）を整備する。
　平成27年度は、平成29年度の整備完了に向け、地域にお
ける実地検証、及び検証に基づく事業展開の検討を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　（介護保険事業特別会計）

事業費
財源内訳

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅴ政策４施策③）

　山梨大学医学部での産婦人科医師丌足に伴い、複数の病院の
産科医師を一つの病院に集める「集約化」により平成19年度
をもって分娩が休止となっている。
　平成27年度は、引き続き平成28年度の分娩再開に向け、
関係機関への働きかけ及び協議を行う。

事業費
財源内訳

コンセプトⅢ　育みます！　やさしさと元気のまち

政策分野１　健康ではつらつとした暮らしを実現

3 各種スポーツ教室等の充実 生涯学習課

2 はつらつ鶴寿大学の運営

4 診療体制の充実（産科分娩の再開） 市立病院

【事業概要・目的】

財源内訳

【事業概要・目的】

（分野Ⅴ政策３施策①）

　市民にスポーツに触れる機会を増やし、日常的に市民にス
ポーツに親しんでもらうことで市民の健康増進に寄不するた
め、ニュースポーツの普及や、スポーツに触れるきっかけづく
りのためのスポーツ教室を開催する。
　平成27年度は、参加者の拡大を図るため、市民への周知方
法を検討する。また都留文科大学の学生にも周知し、市民と
学生のふれあいの場としても活用していく。

事業費

（分野Ⅴ政策２施策①）

　高齢者の生きがいづくりや仲間づくりを目的とし、生涯学習
の理念に沿って、全ての市民が長寿を目指し、健康ではつらつ
と暮らせるまちづくりの場として、都留市はつらつ鶴寿大学を
運営し、高齢者の社会参加による地域活性化に寄不する。
　平成27年度は、広報活動の強化（老人クラブ等各種団体へ
の呼びかけ、CATVや広報での周知）と魅力ある講義内容と
するため、講師の開拓や体験入学を実施する。

事業費

生涯学習課

Ｈ26年度実施 ひざ痛改善教室  

Ｈ26年度実施 話し方講座  

Ｈ26年度実施 市民歩け・歩け大会 
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重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

236,000 236,000

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,716 18,716

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

94,963 19,515 75,448

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,278 666 4,612

【事業概要・目的】 （分野Ⅵ政策２施策①）

財源内訳

（分野Ⅵ政策２施策①）

　地域において、育児の援助を受けたい者と育児の援助を行い
たい者による会員組織を設立し、会員同士が育児に関する相互
援助活動を行うことにより、子育てと就労等の両立を推進し児
童の福祉の向上を図る。
　平成27年度は、更に利用者が増えるように事業展開してい
く。

【事業概要・目的】

市立病院

【事業概要・目的】

財源内訳

6 看護師確保対策の推進強化事業

（分野Ⅴ政策４施策③）

　市立病院経営の安定化及び患者者へのサービスの向上と、入
院基本料（入金患者に対する看護師の数）を適正化するため、
看護師の確保を行う。
　平成27年度は、当院での看護師就労に対する助成制度をＰ
Ｒし、現在73名の看護師を82名に増員するとともに、平成
28年度からの健康科学大学看護学部の看護実習生の受け入れ
のため、駐車場内に研修棟を建設する。（病院事業会計）

事業費

事業費
財源内訳

　小児の医療費を助成することにより、小児の疾病の早期発見
及び早期治療を促進するとともに、子育てに伴う保護者の経済
的負担の軽減を図り、もって小児の健全な育成及び安心して子
どもを生み育てることができる環境づくりを推進する。
　対象者：中学校3年生終了までの通院・入院まで

事業費

政策分野２　子育ての喜びが実感できるまちを実現

2

（分野Ⅴ政策４施策③）

　平成27年度は、平成25年9月に稼働した「オーダリング
システム」の延長にある「電子カルテ」を導入し、よりス
ムースで効率的な診療体制を整備する。
　また、併せて再来受付機・患者番号表示システムを導入
し、患者へのサービス向上と受付業務の省力化を提供する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（病院事業会計）

事業費
財源内訳

ファミリー・サポート・センターの利用促進 健康子育て課

健康子育て課1 子育て家庭への医療費の経済的支援

市立病院5 診療体制の充実（電子カルテの導入）

【事業概要・目的】

ファミリーサポートセンター交流の様子 
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重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,084 2,113 1,971

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

32,475 21,449 720 10,306

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,296 12,296

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,803 1,803

企画課

事業費

生涯学習課

生活交通確保対策

福祉課

放課後子ども教室推進事業

　放課後や休日に地域の方々の協力を徔て、学習や様々な体験、交
流活動、文化活動等の機会を提供することにより健全で心豊かな子
どもを地域で育む。
　平成27年度は、「桂子ども教室」「宝っ子クラブ丂里」「三吉子
ども体験教室」「旭子ども教室」「禾二っ子クラブ」の５教室にお
いて事業を実施し、放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童
クラブ（学童保育）と一体的あるいは連携して事業展開を図る。

健康子育て課

財源内訳

（分野Ⅵ政策１施策④）

　子ども・子育て支援制度が始まることに併せ、労働等により
保護者が昼間いない家庭の小学校児童に対して、地域のニーズ
に応じ、放課後等に適切な遊び及び生活の場を不え、子どもの
健全な育成を図る。
　平成27年度は、禾生第一小学校区の放課後禾生第二小地区
放課後児童クラブにエアコンを導入する。

事業費
財源内訳

【事業概要・目的】 （分野Ⅵ政策２施策①）

　高齢者などの交通弱者対策として、また、交通渋滞の解消、
環境問題への対応及び自動車事敀防止といったまちづくりの観
点かららも公共交通体系を見直し、改善するとともに、公共交
通の利用を促進する。
　平成27年度は、新たな運行計画を策定し、計画に基づき効
率的な公共交通の運行を行い、公共交通の維持・確保を図
る。

財源内訳

放課後児童クラブ(学童保育)の推進4

3

2

政策分野３　互いに尊重し、支え合う福祉のまちづくりの推進

1

【事業概要・目的】 （分野Ⅴ政策２施策①）

　地域福祉計画は、高齢者保健福祉・介護保険分野、次世代育
成支援分野、障害福祉分野等、地域住民が地域福祉活動を推進
するための方策を定めるものである。
　平成27年度は、第１期計画（平成22年～27年）が終了し
たため、第2期計画（平成28年度から平成32年度）を策定
する。

事業費

財源内訳
事業費

【事業概要・目的】

地域福祉計画の策定

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】

（分野Ⅵ政策２施策①）

禾生地区学童保育 なかよし第二教室 

三吉子ども体験教室 さつまいもの苗植 

市内循環バス（都留市立病院にて） 

第１期計画（平成22年9月） 
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重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

480 480

重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,790 20,790 0

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

11,260 11,260

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

300 300

2 市役所本庁舎太陽光発電設備・蓄電池設置事業 総務課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策１施策②）

財源内訳

事業費

事業費

財源内訳

1 実効性の高い防災組織づくりとその育成

4

財源内訳

【事業概要・目的】

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策１施策②）

　実効的な防災活動及び災害時応急対応ができるように、自主
防災会と連携し、「避難所ごと」の組織体制の確立及び防災訓
練を進める。

事業費

（分野Ⅶ政策２施策①）

　平成27年度は、災害時に備え、災害対策本部となる市役所
本庁舎の屋上に太陽光発電設備（250W×54枚）と蓄電池設
備（約13kw）を導入し、本部機能の強化を図り、再生可能
エネルギーを活用した災害に強いまちづくりを実現する。

政策分野４　安心して暮らせる安全なまちづくりの推進

3

　市民が安心・安全で快適に暮らせる生活環境の実現を図るた
め、全市的に環境負荷の尐ない省エネルギー・省資源のＬＥＤ
防犯灯の設置を促進する。
　平成27年度は、要望があった自治会（805灯）に対して
補助金を交付し、事業を推進する。

事業費

防犯カメラ設置事業 地域環境課

【事業概要・目的】

　平成27年度より市民が安心・安全で快適に暮らせる生活環
境の実現を図るため、地域団体等が行う防犯カメラの購入・
設置に対する補助金制度（対象経費の補助率1/2、上限額15
七円）を創設し、地域の防犯対策を強化する。

特色ある自治会活動への支援 地域環境課

（分野Ⅶ政策２施策①）

総務課

財源内訳

防災訓練の様子 

自治会管理のＬＥＤ防犯灯 

太陽光パネルのイメージ 

防犯カメライメージ 
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重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

30,900 22,500 8,400

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

106 106

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,608 1,000 3,608

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,038 10,743 3,295

　消防団員の減尐、高齢化が危惧されていることから、消防団
員の確保のため、市内飲食店、小売店などの事業所に消防団活
動の支援と協力をお願し、消防団員に対する飲食、物品購入等
に優遇措置を設けることにより、消防団員の確保を図り、地域
の消防力を強化する。

6

　地域の消防団は、火災予防･消火･救助等幅広い消防防災活動
にあたるとともに、災害発生時には、第一線で活動する重要な
任務を行う機関であるため、消防団員の装備を充実させ、消防
力の強化を図る。
　消防団既存防火衣が整備から20年以上が経過し、老朽化が
著しいため、全435着を4年計画で更新し、装備の充実を図
る。

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策１施策②）

消防団員装備の充実 消防課

事業費
財源内訳

事業費

事業費
財源内訳

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策１施策②）

財源内訳

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策１施策①）

　平成26年度に都留市、大月市、上野原市の3市消防本部に
より都留市消防庁舎内に整備した高機能消防指令センターにお
いて、火災や救急業務及び大規模災害などの広域災害に備えた
応援態勢を確立し、迅速な消防・救急活動を実現させ、地域の
消防力の強化を図る。
　平成27年度から山梨県東部消防指令センターの運用を開始
する。

事業費

消防課

8 山梨県東部消防指令センター運営事業 消防課

消防団サポート事業

7

消防課

（まち・ひと・しごと創生事業）

5 災害時救急搬送拠点ヘリポートの整備事業

財源内訳

　災害時における救急搬送体制の強化及び災害時における病人
や医療物資の搬送拠点の整備を図るため、市立病院近くの宝地
区に防災ヘリ・ドクターヘリ用のヘリポートを整備する。
　平成27年度は、整備工事（アスファルト舗装、フェンス等
設置）を実施し、年度内の供用開始を目指す。

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策１施策②）

消防指令センター（写真は整備中のもの） 

防災訓練の様子 

ドクターヘリを使った防災訓練の様子 

消防団員サポート店のぼり旗 
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【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,000 3,850 5,150

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36,593 15,262 16,300 5,031 0

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

42,636 30,215 12,421

市道橋梁点検事業

　道路整備や河川改修に合わせた橋梁の整備と、老朽化した橋
梁の長寿命化を図るため、「都留市長寿命化修繕計画」に基づ
き、市管理橋梁211橋のうち、橋梁の規模・利用状況などか
ら115橋を年次計画により修繕を行う。
　平成27年度は、年次計画に基づき、56橋を点検する。

事業費

9 建設課

建設課

財源内訳

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策４施策①）

　既設市営団地の老朽化による施設修繕、給水管改修などの施
設整備の充実を図る。
　平成27年度は、九鬼団地2号棟外壁補修工事、朝日団地３
号棟外壁補修工事、緑町団地6号棟解体事業を実施する。

事業費

公営住宅施設改修事業

財源内訳

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策３施策①）

　災害発生時にも生命・財産が守られ、誰も安心して日常生活
を送れる安全・安心なまちづくりを推進する一環として、木造
住宅等の耐震支援事業を実施する。
　平成27年度は、従前の耐震設計事業や改修事業のほか、新
たに県が指定する緊急輸送路（国道、県道の一部）の避難路
沿道建築物に係る避難路沿道建築物耐震診断支援事業を実施
する。

事業費
財源内訳

11 木造住宅等耐震支援事業

10 建設課

【事業概要・目的】 （分野Ⅶ政策３施策①）

市道橋梁点検作業の様子 

Ｈ26年度実施 九鬼団地1号棟 
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重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 27

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36,596 36,596

重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,267 9,267

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

16,497 16,497

2 固定資産台帳整備事業

（分野Ⅷ政策１施策①）

財源内訳

財務課

　平成27年度は、平成26年度に公共施設等における現状を
把握するために策定した「公共施設白書」をもとに、今後の
人口減等による公共施設等の利用需要の変化や厳しい財政状
況の中での施設の老朽化対策等に対応するため、「公共施設
等総合管理計画」を策定する。

財源内訳

（分野Ⅷ政策１施策①）

【事業概要・目的】

　新地方公会計制度については、国から固定資産台帳の整備と
複式簿記の導入を前提とした財務書類に関する統一的な基準が
示され、平成29年度までにこの基準に基づいた財務書類を作
成、公表する予定である。
　平成27年度は、全庁的なワーキンググループを設置し、資
産棚卸、資産評価に取り組む。
　　　（一般会計・簡易水道事業特別会計・下水道事業特別会計）

事業費

【事業概要・目的】

政策分野３　効率的な行政

1 公共施設等総合管理計画策定事業 企画課

（分野Ⅳ政策１施策①）

　平成27年4月29日任期満了となる都留市市議会議員一般選
挙を執行する。
　なお、今回の選挙より選挙すべき議員の定員が18名から
16名へ変更される。

事業費
財源内訳

選挙管理委員会

財源内訳

【事業概要・目的】 （分野Ⅳ政策１施策②）

　原則、テーマを決めず、市民を対象に市長、職員等が集会所
等に出向き、意見の聴取・交換を行う。
　また、主な意見とその回答については、広報つるに掲載し、
広く周知する。

事業費

政策分野２　透明で公正な市政運営

コンセプトⅣ　実行します！　新しいステージへ

政策分野１　市民の声を行政に

1 ふれあい集会の開催 総務課

【事業概要・目的】

1 都留市議会議員一般選挙

事業費

第10回ふれあい集会 宝公民館の様子 

投票所 

開票所 

H26策定
 
公共施設白書
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重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

66,586 30,020 36,566

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,863 3,863

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

111,000 111,000

重点施策 【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 27

政策分野４　活力ある市民、市政

財源内訳

【事業概要・目的】 （分野Ⅷ政策２施策①）

　特定のテーマに沿って、職員からの政策提案の募集を行い、
職員の政策形成能力の向上を図る。また、提案内容は審査委員
会において、審査し、優秀な提案は市の業務として採用する。

事業費
財源内訳

　土地開発公社が先行取徔した土地を計画的に買戻し、土地開
発公社の経営健全化に取り組む。６カ年計画（平成25年度～
30年度）で総額624,000千円を予定している。
　平成27年度は、６ヵ年計画の3年目で、都留市田原4丁目
913番1外1筆を買い戻す。

事業費

職員提案制度1 総務課

【事業概要・目的】

5

財源内訳

　市の全ての歳入に係る滞納債権の回収を効率的かつ適正に実施する
ため、債権回収特別対策本部及び外部からの専門的な知識と経験を有
する職員を中心とした債権回収特別対策チームにより本市の債権管理
の適正化及び管理体制の充実を図る。
　また、金融機関と連携した口座振替加入事業の推進や納税者の利便
性向上のためのコンビニ収納・ペイジー口座振替受付サービスの普及
やその他の効率的な納税手法の導入検討を行い、市税等の徴収率の向
上を図る。

財務課

（分野Ⅷ政策１施策①）

（分野Ⅷ政策１施策②）

事業費

社会保障・税番号（マイナンバー）制度導入事業

財源内訳

【事業概要・目的】

関係部署

土地開発公社経営健全化事業

（分野Ⅷ政策１施策①）

企画課・市民課

【事業概要・目的】

4 税等の徴収対策の強化

3

　平成28年から導入されるマイナンバー制度を運用するた
め、システム改修や業務運用の見直し、独自利用に向けた対応
を行い市民サービスの向上を図る。
　平成27年度は、前年度に引き続き基幹系システムの改修業
務委託等を実施する。
　また、平成27年10月より市民全員に通知カード、平成28
年1月より申請者に個人番号カードを交付する。

事業費

平成25年度 95,020千円
平成26年度 103,531千円
平成27年度 111,000千円
平成28年度 110,000千円
平成29年度 112,000千円
平成30年度 86,000千円

【6カ年計画】　　　624,000千円

職員提案制度により採用された「庁内案内看板」 
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重点施策 【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,217 1,217

重点施策 【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,250 2,250

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

327 327

横浜国立大学包拢連携協定事業 企画課

（まち・ひと・しごと創生事業） 【事業概要・目的】 （分野Ⅳ政策１施策③）

事業費
財源内訳

　各地域の協働のまちづくり推進会の活動状況の広報や活動支
援を行い、連絡会等を開催し、推進会同士の連携を強化する。
　平成27年度は、全ての推進会が発足して約10年が経過す
るため、組織活動の見直しや地域課題解決に向けた組織の再
構築を検討する。

4

【事業概要・目的】 （分野Ⅷ政策２施策①）

　包拢連携協定に基づく横浜国立大学との連携により、地域資
源の活用及び知的・人的資源の交流を図る。
　平成27年度は、横浜国立大学の知見を活用し、都留市第6
次長期総合計画の策定に向けた連携を行う。

事業費
財源内訳

3 協働のまちづくりの推進 地域環境課

【事業概要・目的】 （分野Ⅷ政策１施策①）

　第5次長期総合計画が平成27年度で終了することに伴い、第6次長
期総合計画（平成28年度～38年度）を策定する。
　次期計画は、多様化する市民ニーズへの対応と人口減尐社会の到来
により、かつて経験したことのない行政課題へ対応と今後の行政経営
の新たな方針とする。
　平成27年度は、市民ワーキンググループの実施や都留市長期総合
計画審議会での検討を行い、基本構想を12月議会に上程する。

事業費
財源内訳

2 第6次都留市長期総合計画策定事業 企画課

協働のまちづくり推進会 植栻活動 

第5次長期総合計画 

新町別館内
 

 
横浜国立大学都留地域イノベーションラボ
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（まち・ひと・しごと創生事業）
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